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研究成果の概要（和文）： まず、研究に利用する世界の企業財務データセットの前処理を並列化することによ
り、処理速度の向上を検証した結果、大幅に改善する可能性があることをテスト環境で検証した。また、前処理
したデータファイルを、PG-Strom 環境で利用できるようにデータベース化し、データラングリングを行って、
高速化を実験的に検証した。
　この財務データセットを用いて、グラフィカル・データ・アナリシスを行った。世界の全上場企業の付加価値
分配の実態から、従業員賃金が削られて、投資家利益が増加していること、また、 企業の租税回避が横行して
いる実態等を明らかにした。 地域別分析や国別分析からも同様の傾向等を確認した。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to explore the evidence of (1) the probability 
of firms' tax avoidance and the downward convergence trend of national statutory tax rates and firms
 effective tax rates, and (2) value added distribution to stakeholders. This research employs 
exploratory data analysis using interactive data manipulation and visualization tools, namely, R 
with SparkR, dplyr, ggplot2, and googleVis packages. This analysis is based on the world-scale 
accounting data of all listed firms from 148 countries spanning 30 years. The originality of this 
study are (1) A novel methodology is adopted through the visualization of world-scale accounting 
data, which can facilitate a new perspective, revealing unexpected patterns and trends in otherwise 
hidden information, and (2) this study also highlights the importance of global consideration of 
firms' tax avoidance, tax rate competition, and the changing trend of value added distribution using
 objective evidence.

研究分野：会計学

キーワード： 社会・環境会計　探索的データ解析　企業財務ビッグデータ　データ可視化　付加価値分配

  ４版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
 経済社会の持続可能性を確保するためには、企業活動の実態をグローバルレベルで解明し、その課題を解決す
る必要がある。世界を正しく知るための証拠の提示は、ステークホルダーの民主的な参加やガバナンスに不可欠
である。本研究から得られた証拠である投資家利益の増加や労働分配率の減少、企業の租税回避は、社会全体の
富を偏在させ、格差拡大へと結び付く。商品・サービスの購入から株式投資、就業先の選択まで、一人ひとりが
企業に意思表明を行い、社会をより良い方向へと導いていくことが重要である。本研究では、企業活動の実態を
可視化し提供することで、ステークホルダーの選択と行動に役立てられるような社会環境会計を提示した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 
（1）企業の富の国際的格差と社会環境会計 

近年、世界的に経済的格差が増大し、経済システムの安定性や持続性が損なわれ、本来の成長
が阻害されている。市場が企業の富を集中させ、会計はそれに荷担している可能性さえある
（Collison et al., 2010）。Piketty (2013)は、格差を拡大させる要因として r > g（資本収益率＞成長
率）を示したが、研究代表者と分担者も、約 30 年間の世界の会計データを用いて同じ結果を得
た（Saka and Jimichi, 2015）。 

アカウンタビリティは、本来、富の不均衡が存在する場合における経済的・社会的・政治的文
脈に起源をもち（Lehman, 1992）、社会環境会計分野ではその豊かな研究上の蓄積がある。その
知見を用いて、企業の富の格差・偏在の是正に社会環境会計がどのような貢献ができるかを検討
することは重要な課題である。 
  
（2）ビジュアライゼーション技法を用いた会計情報のグ
ラフィカル・データ・アナリシス 
ビッグデータの出現は、研究方法に大きな変化をもた

らした。①全てのデータを扱う、②データの量が質を凌駕
する、③統計的データ解析を用いた帰納的推論の重要性
の増大、の 3 つである。このことは、科学的思考スタイル
の王道とされてきた数理的解析による演繹的推論からの
脱却をもたらし、グラフィカル・データ・アナリシスの重
要性を増大させている。ビジュアライゼーション技法も
急速に発展し、統計解析環境  R のパッケージである
googleVis を利用した Motion Chart を利用すれば、6 次元
のデータを視覚的にもわかりやすく表示できる。研究代
表者と分担者は、世界 140 カ国の約 30 年間の会計データ
を用いて、富の偏在のビジュアライズに成功した（図 1 参
照）。また、企業の富（総資産・売上・利益等）の偏在の
状況についても、研究代表者と分担者は、世界 140 カ国の
約 30 年間の上場企業データを用いて確認している。これ
らのツールは双方向かつダイナミックに「データに語ら
せる」ことができる。 
 
（3）統計的観点からの会計データの特殊性等の研究、モデリング及びフィッティング 

グラフィカル・データ・アナリシスの結果を、統計的モデルで表現し、そのフィッティング（当
てはまり）をデータで確認することで、モデルの改善と精度の高い予測が可能になる。統計学分
野では会計データ分布の特殊性と、非対称正規分布や一般化双曲型分布等に従うことが指摘さ
れており、会計分野の既存の分析手法の再検討が必要となっている。そこで、修正した分析手法
を用いて上記（1）・（2）の検討を行うことで、既存の研究とは異なる知見が得られると考えた。 
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２．研究の目的 
 
本研究の目的は、次の 3 つである。 

(1) 本研究では、財務ビッグデータ（Bureau van Dijk（BvD）データベース）を GNU parallel 等
の並列処理環境を利用し、さらに Apache Spark、 PG-Storm 環境とデータ解析環境 R を連動し
て利用することによって、処理速度を改善する研究を行う。 
 
(2) (1) で処理された世界規模の財務ビッグデータを用い、時空間の観点からビジュアライゼー
ション技法を用いたダイナミックでインタラクティブなデータ可視化（Data Visualization）を行
う。このグラフィカル・データ・アナリシスにより、データ自身の情報を探索的に引き出し、グ
ローバルな企業活動の実態に関する新しい知見と課題を明らかにする。 
 
(3) (2) の可視化の情報をもとに、時間・空間の両面から探索的データ解析（Exploratory Data 
Analysis: EDA）を実行することによって、企業行動を高精度に予測する統計モデリングと実証分

 
図 1 1985～2013年世界各国の上場

企業の売上高・利益の Motion Chart
のスナップショット（円面積は純資

産額を示す。アメリカ・日本・中国は

軌跡を表示）（Saka and Jimichi, 2015） 



析を行うことでその有効性を検証する。これをもとに、社会環境会計として、企業行動とその帰
結、解決の方向性を示す。なお、近年その重要性が指摘されている、再現可能性を全体に対して
確保することも本研究の目的である。 
 
３．研究の方法 
 

本研究で扱う財務データセット（右）は、
その規模が 120GB 超の複数のテキストファ
イルであり、通常の計算機環境のメモリ容量
を超える。これらは、抽出してそのまま解析
することは不可能であり、データ形式の変更
（ヘッダー部分とデータ部分の分離）、文字・
行末コードの変換、欠損値の置換などの前処
理が必要である。具体的には、Unix 系 OS の
コマンド（grep sed、 dos2unix 等）とデータ
解析環境 R を利用して前処理を行う必要が
ある。この工程を、GNU parallel 等の並列処
理環境を利用することによって高速化するために、相応の処理能力を有する計算機環境が必要
となる。また、データを分析するためにデータを拠点へ転送する際や、 拠点内でネットワーク
を介した PG-Strom 等の環境下でラングリングするにあたって、GPGPU 環境と高速なネットワ
ーク資源が必要となる。 さらに、本研究で使用する分析法の一つに、コンピュータ・シミュレ
ーションをベースとした評価法があり、この評価法による研究を進める上で、 GPGPU を利用
した高速計算の実行可能なコンピュータ環境が必要となる。 
 
４．研究成果 
 
（1）2016～2018 年度の研究成果の概要 
 

2016～2018 年度は、主に世界の全上場企業の財務データベース Osiris から 2016 年度と 2017 
年度に抽出されたデータセットにもとづく研究を実施した。また、非上場企業を含む世界の全企
業の財務データベース Orbis については、データ前処理とラングリングを行った。実施した研究
成果について、次の 4 つのテーマに分けて概要を述べる。 
 
(A) 企業の富の偏在と国際・国内格差について 

企業の富の偏在と格差の現状の証拠を示すため、①国家間で企業の富が過度に集中し、②スト
ック（資産）の集中はフロー（利益）の集中より大きいこと（図 2）、③企業間格差も拡大傾向に
あること、④Piketty が示した格差のメカニズム（資本利益率 r >成長性 g）が過去 30 年間の企
業データでも見られること等を明らかにした。 

 
図 2 世界 157 カ国、 全上場企業の資産合計・利益合計の国別分布のジオチャート 
 
(B) 付加価値分配に見る富の移転 

世界の全上場企業のステークホルダーへの付
加価値分配の実態を確認したところ、過去 25 年
間で、企業は従業員への分配を減少させ、利益を
増加させていること(図 3)を明らかにした。 

図 3 付加価値分配( 157 カ国、25 年間) 
 
 



(C) 企業の租税回避の研究 
租税回避が注目される中、企業の付加価値分配の 1 つである税金支払に着目し、①租税回避の

蓋然性の証拠（支払税金ゼロのラインに企業が集中、実効税率が法定税率を下回る実態、実効税
率－法定税率が全体で負）と、②税率の引下競争により過去 15 年間に企業の実効税率と各国法
定税率が世界規模で下方に収斂した実態を示した(図 4)。 

図 4 58 か国の法定税率(x 軸)、実効税率(y 軸) (左 2000 年、右 2015 年) 
 
(D) 再現可能研究の観点からのデータ前処理、ラングリング及び探索的データ解析の研究 
非対称ティー分布を誤差分布としてもつ両対数モデルが、上場企業（Osiris）の売上高を予測

するために利用できるという結果を得た。また、この結果を得るために、データの前処理・ラン
グリングを行い、探索的データ解析を実行した結果を動的に文書生成するまでの全工程を、Unix 
の make コマンドによって実行し、再現可能研究として行った(図 5)。さらに、非上場企業を含む
全企業のデータ(Orbis) について、再現可能性を確保した上で、前処理、とラングリングを Spark 
と MySQL 環境のもとで行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5 本研究の再現可能性の環境 
 
（2）2019 年度の研究成果の詳細 
 
2019 年度の研究成果を次に示す。 
 
(A) データセット DS-Osiris-C-2018、DS-Osiris-U-2018、DS-Orbis-C-2018、DS-Orbis-U-2018 の前
処理を並列化することによって、処理速度(ベロシティー) の向上を検証した結果、大幅に改善
する可能性があることがテスト環境で検証できた(図 6)。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6 財務ビッグデータの並列化前処理の全工程 
 

さらに、この並列化によって前処理したデータファイルを、PG-Strom 環境で利用できるよう



にデータベース化し、データラングリングを行ったところ、Spark 環境で行うよりも高速化でき
ることを実験的に検証した(図 7)。   

図 7 Orbis データの PG-Strom によるデータラングリング 
  
 (B) モデリングを見越して、データセット DS-Osiris-C-2018 における 2015 年の売上高データ
について、これまで検討してきた対数変換後のデータに非対称分布族を当てはめた結果に対し
て、さらに Box-Cox 変換後に正規分布を当てはめた結果との比較を行い、これまで検討してき
た結果が優位性を保つことがわかった。この結果を、Sweave を利用し、LATEX と R を協調して
作成することによって、再現性を確保した。なお、この結果を得る工程を、ダイナミックかつイ
ンタラクティブなデータ可視化によって検証するために、Web アプリケーションを RStudio 
Shiny と R を用いて構築した。 
  
(C) データセット DS-Osiris-C-2018、DS-Osiris-U-2018 を用いて世界の全上場企業の付加価値分
配の実態から、従業員賃金が削られて、投資家利益が増加していること、また、企業の租税回避
が横行している実態を明らかにした。地域別分析や国別分析からも同様の傾向を確認した。 
 
(D) データセット DS-Osiris-C-2018、DS-Orbis-U-2018 を用いて、次の 2 つの考察を行った。 
 
①非上場企業の租税回避の蓋然性の確認付加価値分配のうち、政府への分配（税金支払）、特に
企業の租税回避に焦点を当てた。上場企業
については 2018 年度に実施したため、非
上場企業を含む世界 160カ国の全企業につ
いて、実効税率(=支払税金/税引前利益、
ETR) を x 軸、総資本利益率(ROA) を y 軸
にプロットした散布図(10 年分) を作成し
た。税率ゼロ(x 軸真ん中) に企業が集中
し、全く税金を払わない企業が利益率の相
当高い企業にもあり、租税回避の蓋然性が
確認できる(図 8 )。 

図 8 ETR と ROA の散布図:2008 年、2017 年 
 
②企業資本(総資産) と環境資本・人的資本・人工資本と
の関係等モーションチャートによって、 (フローである
GDP の補足として ) ストックを測る国連の新国富
(Inclusive Wealth)の指標（y 軸：人工資本、人的資本、環
境資本）を用い、140 カ国の国毎の企業のストック(総資
産 x 軸) 合計との関係(1990年から 2010年までの過去 20 
年間の推移。G7 の 1990 年から 2010 年までの推移には
軌跡を付けている) を示した(図 9)。人工資本や人的資本
(図 9 の上・中) は、企業総資産の増加とともに増えてい
るが、自然資本(図 9 下) は減少している。このことから
経済活動によって不可避的に生じる環境問題への対応
は、 最重要課題のひとつであると言える。  
 

また、49 カ国の企業の ESG 活動を評した FTSE Russell 
ESG Rating (2018 年度) と Osiris 財務データを用いた分
析では、ESG 総合スコアと、E(環境)・S (社会)・G(ガバ
ナンス) それぞれのスコアのいずれを用いた分析でも、
スコアの高い企業の企業価値(株式時価総額) が高いこ
とが観察された。 
 
 

図9 140カ国の企業総資産と新国富                           
（1990年～2010 年の 20年間の推移） 
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